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一（一）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
判例評釈
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象と

　　　　
されなかった分割会社の債務について責任を

　 　　　　　　　　　　
負わないとされた事例
（大阪地裁平成二二年一〇月四日判決、金融法務事情一九二〇号一一八頁）

コーエンズ
　
久美子
　　　
【事実】　
Ｘ信用金庫（原告）はＺ株式会社（旧商号「株式会社
Ｙ（１）
」 ）に、信用金庫取引約定書を締結の上、貸し付けをし
た。その後Ｚ社の資金繰りが悪化したため、Ｚ社代表取締役ＢがＣ税理士に事業継続の方策を相談したところ、会社分割を行うことになった。Ｚ社が債務超過にあることが 明した後、ＢおよびＣ税理士はＸ金庫等金融機関に対し、会社分割を実行する旨、新設会 事業は承継す が債務は引き継 ないこと、Ｂが新設会社の社長を兼務すること 本件貸付については、新設会社 得た事業収益を前提 して対応するので返済を六カ月程度猶予してほい旨を説明した。その後、Ｚ社 新設会社分割を行い、Ｙ株式会 を設立した（Ｙ社設立当時の代表者 Ｂであったが、その後Ａに変更された） 。Ｙ社はＺ社の旧商号である「 Ｙ」を使用して それまで Ｚ社の事業を
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営んでいる。他方、Ｚ社は休業した。　
Ｘ金庫は、猶予した期限が到来したことから、Ｙ社を訪れ、Ｂに状況を尋ねたところ、Ｂは、予想した収益が得
られないため、Ｚ社の債務を返済する目処が立たないこと、ＢがＹ社の社長を退任したこと等を説明した。そこでＸ金庫は、①会社法二二条一項の適用または類推適用によりＹ社はＺ社の債務を弁済する責任を負う、②法人格否認の法理によりＹ社はＺ社の債務の弁済を拒絶することは許されない、と主張し、貸付金（並びに未払利息及び遅延損害金）の支払いを求 てＹ に対し訴え 提起した。【判旨】　
「Ｂ及びＣ税理士は、平成一九年一一月二六日にＸ金庫に対して説明を行った際、Ｙ社が事業を承継するが債務
は引き継がないことを説明している上、Ｘ金庫は、本件会社分割実行後ではあるが、平成二〇年一月には、Ｃ税理士から本件会社分割を実行した旨 説明を受け、分割計画書等 資料の送付も受けている に照らせば、原告において、同一の営業主体による営業が継続して る あるいは、譲受会 により債務又 履行の引受け されたと信頼したと認めるには足りない 言うべきであ 」 。　
「法人格否認の法理（いわゆる『法人格の濫用』の場合）の適用が肯定される は、①旧会社の営業財産 その
まま流用し、商号、代表取締役、営業目的、従 員等が旧会社のそれと同一の新会社 設立 （支配の要件） 、②取引の相手からの債務履行請求を免れる手段とすること（目的の要件）が具備される必要があると解される」 。　
「Ｚ社が債務超過（実質的な倒産状態）にあったことを踏まえると、本件会社分割の結果、事業用負債（買掛金
等…）は被告に引き継がれて弁済を受けることができる反面、それ以外の負債 に残存す 結果、弁済を
三（三）
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られる割合は僅少なものにとどまることとなる。以上によれば、形式的にみる限り、債権者平等原則を充足した結果になるとはいえないことが明らかである。しかしながら、事業継続上不可欠な債務は、事業維持を前提とする（いわゆる再建型の）倒産処理手続においても、一定の要件のもとで随時の弁済をす ことができる（例えば民事再生法八五条二項、四項、一二〇条等）こと、事業を継続して得た収益をもって配当原資に充てることが予定されていることに鑑みれば 事業用負債を承継する一方、それ以外の負債は承継しないとしても、直ちに 承継しなかった債務につ て弁済を免れるために行われた 推認するこ はできないというべきである」 。【研究】　
判旨に賛成。
一
　
本判決の意義
　
本判決は、実質的 債務超過にあった会社が事業再生を目的に会社分割を行った際、新設会社に債務が引き継が
れなかった債権者である金融機関が、会社法二二条一項の類推適 と、法人格否認の法理を根拠に、当該新設会社も当該債務について責任を負うと主張し のに対し、双方の適用を否定した事案である。　
会社法二二条一項の類推適用については、Ｘ金庫は債務 引き継がれないとの説明を受けている以上、新設会社
による当該債務の引受がなされたと信頼したとはいえない し、そ 。　
また法人格否認の法理の適用については、法人格の濫用の適用に必要な「支配の要件」と「目的の要件」のうち、
本件において前者は容易に認めうるものの、再建型の倒産処理手続き おいても債権者平等が完全には確保されて
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いないのであり、倒産状態にある会社が会社分割を行う場合、債権者の平等を確保できなくとも直ちに弁済を免脱する目的であったとは推認できないとし、本件においては「目的の要件」 存在 推認するに足る特段の事情はなかったと判断した。二
　
会社分割における債権者
　
会社分割とは、株式会社または合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を分割後、他の会
社に承継させることをいう（会社法二条二九号、三〇号） 。 分割制度は、経営効率化のため事業の一部を別会社化したり、事業の一部 グループ外に切り離す形で移転したりすることを容易にするために創設された。こうした持株会 の創設や企業規模の適正化のためだけでなく 近時は優良な事業部門と業績不振の事業部門を切り離し、事業の再建を図る目的で会社分割が利用されるケースが目立つ。会社分割は組織再編行為であ から とりわけ個別の権利義務の移転といった煩雑な手続きが不要になるという有用性がある反面 債権者保護手続き あり方、債権者の会社分割制度への関与のあり方によ ては債権者 利益を大きく損なう可能性をもはらんでいる。　
会社法上、分割会社の債権者で債権者異議手続きの対象となるのは、分割後、分割会社に対して債務の履行を請
求できない債権者に限られる。会社分割後、分割会社に対して債務の履行を請求 る わゆ 「残存債権者」には、この手続きが用意されていない。立案担当者により、分割 は、新設会社に 財産的価値 見合った対価を取得して ること、つまり分割 の総資産額 変化がな こと、会社分割と機能的に類似している事業譲渡や会社財産の譲渡においては特段 債権者保護手続きを設け いないこととの平仄を図った、といった説明がなされている。
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本件会社分割において、Ｘ金庫のＺ社に対する貸金債権は、新設会社であるＹ社に承継されず、分割後も引き続
き分割会社であるＺ社に債務の履行を請求することができることから、Ｘ金庫は会社分割について異議を述べることができない債権者である。三
　
会社法二二条一項の類推適用について
　
会社法二二条一項は、事業の譲受会社が譲渡会社の商号を続用する場合に、譲渡会社の事業によって生じた債務
について、譲受会社もまた弁済責任を負担すると規定する。伝統的通説は、本規定につき以下のように説明する。商号が続用される場合には外部的には同一の営業が継続しているように見え、債権者は事業主の交代を知り得ないし、また仮にこれを知っていたとしても 務が事業譲渡により移転したと考えるの 通常である。会社法二二条一項は、このような債権者の外観信頼を保護するため 法定責任である、とする
（２）
。本判決もまた従来の判例を踏襲し、
「同条項の趣旨は、商号続用があったこ により、債権者が、同一の営業主体による営業が継続してい 、あるいは、譲受会社により債務又は履行 引受がされ と信頼する場合があることに鑑み、商号続用により生じた当該外観に対する信頼を保護するとの点にあ 」として、伝統的通説に従った外観保護を会社法二二条一項の立法趣旨述べている。　
そして最高裁平成二〇年六月一〇日判決を引用しつつ、 「そうすると、新設分割の事例においても、新設会社が
分割会社の商号を続用している場合に 会社法二二条一項を類推適用する根拠 あ 解され 」とした上で本件事実の当てはめ 行っている。最高裁平成二〇年六月一〇日判決は、預託金会員制ゴルフクラブが営業譲渡し、譲受会社がゴルフクラブの名称を続用した事案である最高裁平成 六年二月二〇日判決を前提としてい 。そこで
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以下においては、まず、後者の事案の概要と最高裁の判断枠組みを検討し、次いで最高裁平成二〇年六月一〇日判決を考察し、さらに近時の預託金会員制ゴルフクラブ以外の裁判例を見てみよう。　
㈠
　
判例の動向
　
【１】最高裁平成一六年二月二〇日判決
（３）
　
本件は、ゴルフ場を営業譲渡した際、譲受人が譲渡人の商号は使用してはいないが、預託金会員制ゴルフクラブ
の名称を続用していた場合に、会員の預託金返還請求債務を譲受人が引き継ぐかという従来から下級審で争われていた問題につき、最高裁の判断が示された事案である。　
預託金会員制ゴルフクラブの会員は、クラブへの入会の際に預託金をゴルフ場経営会社に預託し クラブの会則
に従いゴルフ場の優先利 権を有する
（４）
。また会員は預託金につき、一定の据え置き期間経過後、退会に際して返還
請求をすることができる。他方、ゴルフ 経営会社は預託金をゴルフ場建設の資金等として用いる。ゴルフ会員権には流通市場があり、かつては預託金よりも高額で譲渡され いたため 返還請求は現実化しなかった。しかしバブル経済崩壊後、ゴルフ場会員権の譲渡価格が低迷 た め、ゴルフ場経営 社は経営 逼迫した状況において、多くの会員から預託金の返還請求を受けるようになった。こ ような状況においてゴルフ場経営会社が、その償還を逃れるために別会社を設立して営業 譲渡し、ゴルフ場の存続を図ろうとすることが行われるようになったのである。　
本件において株式会社Ａは、ゴルフ場その他のスポーツ施設の運営等を業とする株式会社であり、 「淡路五色リ
ゾートカントリー倶楽部」を経営していた。Ｘは平成元年八月二八日、Ａ社に一三〇〇万円を預託して本件クラ
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ブの正会員の資格を取得した。ＹはＡ社から本件ゴルフ場の営業譲渡を受け、 「淡路五色リゾートカントリー倶楽部」の名称を使用してゴルフ場の経営をしている。　
Ｘは平成一二年六月二六日、Ａ社に対して預託金返還請求の訴えを提起したところ、Ａ社が不出頭のため、原告
勝訴の欠席判決がなされたが、同判決に基づく動産差押の民事執行は不能であった。そこでＸが、本件ゴルフ場の営業を譲り受けてゴルフクラブの名称を続用しているＹに対し、旧商法二六条一項（平成一七年法八六号会社法二二条一項）の類推適用により、本件預託金及び遅延損害金の支払いを求めたのが本件である　
一審（神戸地判平成一三年七月一八日民集五八巻二号三七二頁）は、旧商法二六条一項の規定を「商号とは別の
名称が営業表示として使用され、むしろ、そ 方が営業表示として浸透している場合には拡張解釈も許される」と解し、譲受人の預託金返還 責任を認めた。　
これに対し、原 である大阪高裁（大阪高判平成一三年一二月七日民集五八巻二号三七六頁）は「一般にゴルフ
クラブの名称と経営主体とが異なることはゴルフ会員権を購入する者であれば知りうるところであり、 も、被控訴人宛ての預託金証書には、本件クラブの名称と て『淡路五色リゾートカントリー倶楽部』と冠されてはいるが、別途経営主体として『株式会社ギャラック』と明確に両者区別して記載され 。そうであ ならば件における預託金返還請求権についても 会員 信頼 保護 観点から問われなければならないのは、…商号により表象される経営主体の同一性であり、…ゴルフク ブの名称 同一性ではない」として旧商法二六条一項の類推適用を否定した。　
高裁判決を受けてゴルフクラブ会員側が上告したところ、最 、 「Ａから営業を譲り受けた被上告人は、本
件クラブの名称を用いて本件ゴルフ場 経営をして る いうのであり、同クラブの名称 同 営業主体
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を表示するものとして用いられているとみることができる。このように、預託金会員制ゴルフクラブの名称がゴルフ場の営業主体を表示するものとし 用いられている場合において、ゴルフ場の営業が譲渡され、譲渡人が用いていたゴルフクラブの名称を譲受人が継続して使用し とき は、譲受人が譲受後遅滞なく当該ゴルフクラブの会員によるゴルフ場施設の優先的利 を拒否 たなどの特段の事情がな 限り、会員において、同一の営業主体による営業が継続しているも と信じたり、営業主体の変更があったけれども譲受人により譲渡人の債務の引き受けがされたと信じ りすることは、無理からぬ いうべきであ 」 判示し、旧商法二六条一項の類推適用を認めた。　
最高裁はゴルフクラブの名称が営業主体を表示するものとして用いられている場合であって、営業の譲渡人
が用いてい ゴルフクラブの名称を譲受人が継続して使用しているときには、特段の事情がない限り、 人に債務引受の責任を課す、という判断枠組みを している。につ ては、営業や営業譲渡に関す 具体的な事実認定はなされておらず、 「本件クラブの名称 用 て本件ゴルフ場の経 を 」ことからクラブの名称がフ場の営業主体を表示するという判断に至ってい 。従来 下級審判決とは異なっ 、譲渡の前後 おけ さまざまな営業に関する具体的事情 踏まえ り、商号とクラブの名称 同一性、類似性等を考慮することなく、旧商法二六条一項の類推適用を認め
（５）
。その上で、の特段の事情により旧商法二六条一項の適用外の事案を画定す
ることとした。そ 例示とし 「譲受人 譲受後遅滞なく当該ゴルフクラブ 会員 よるゴルフ場施設 優先的利用を拒否した」場合を挙げている。こうし 判断枠組みが、預託金会員制ゴルフクラブ経営 実態に照らして採用された、あくまでも「預託金会員制ゴルフクラブ」の事案に限定されたものであ かは、判旨か 明らか はな
い（６）
。いずれにせよこの判断枠組みは、 「商号の続用」を必ずしも起点とせず、よりフレキシブルに譲渡人の破綻
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のケースへ適用することを可能とするものと言えよう。　
次に、本判決が引用した最高裁平成二〇年六月一〇日判決
―
預託金会員制ゴルフクラブ経営会社が会社分割を
行った場合に会員が預託金の返還 新設会社に請求した事案―を見てみよう。　
【２】最高裁平成二〇年六月一〇日判決
（７）
　
Ｘ株式会社は、Ａ株式会社が経営してい 預託金会員制ゴルフクラブの法人正会員となる旨の会員契約を締結し、
Ａ社に会員資格保証金三五〇〇万円を した。Ａ社は平成一五年一月八日、会社分割に りＹ株式会社を設立し、ゴルフ場の事業を承継させ 。その分割計画書の権利義務明細表の負債欄には、流動負債として金融機関からの借り入れのみが記載されており、本件ゴルフクラブ会員に対する預託金返還 務は承継されなかった。Ｘ社は、平成一六年五月二五日、Ｙ社に対し本件クラブから退会する旨 意思表示をするととも 、本件保証金の返還を求めたがＹ社が応じなかった で、訴えを提起した が本件であ 。なお、Ａ社およびＹ社は平成一五年四月一五日ころ、本件会社分割によりＹ社 本件ゴルフ場を経営する会社として設立されたこと、及 本件クラブの会員権をＹ社発行の株式へ転換することにより 本件クラブ Ｙ社経営 株主 員制 ゴルフクラブに改革すること 本件クラブの会員権を株式に転換するよう依頼する「お願い書」を会員 送付 いた。　
第一審（名古屋地判平成一七年六月二二日金融・商事判例一三〇二号五四頁）は、 「お願い書」には本件ゴルフ
場をＹ社経営の株主会員制のゴルフ場 改革 ことについて詳細かつ具体的な説明が記載されてい 認定上で、 「Ｙ社が、Ａ社の会社分割により設立された上 本件ゴルフ場 権を転換した株主会員制 して本件ゴルフ場を経営することとなったことが原告ら本件ゴルフ場 周知 れていることが認められることから、 『涼仙
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ゴルフ倶楽部』という名称が預託金会員制の本件ゴルフ場の営業主体を表示するものとして用いられていることを認めることはできない上、原告ら本件ゴルフ場会員において、同一の営業主体によ 営業が継続しているものと信じたり、営業主体の変更があったけれども、Ｙ社によりＡ社の債務 引受がされたと信じたりすることが相当ではない特段の事情が認められる」として請求を棄却した。原審（名古屋高判平成一八年二月二日金融・商事判例一三〇二号五三頁）は一審判決を全面的に支持した。　
これに対し最高裁は、最高裁平成一六年二月二〇日判決の上記判示部分を引用した上で、 「このことは、ゴルフ
場の事業が譲渡され 場合だけで なく、会社分割に伴いゴルフ場の事業が他 会社又は設立会社に承継された場合にも同様に妥当すると言うべきである。…（本件お願い書）の内容からは、Ｙ が上記株式への転換 応じない会員には本件ゴルフ場施設の優先的利用を認めないなどＡ社が従前の会員に対して負って た義務を引き継がなかったことを明らか したもの 解することはできない。それゆえ、 書面の送付をもって、上記特段 事情があるという でき」ないと原判決を破棄した上 、Ｘ社の請求を認めた。　
最高裁判決は、会社分割にも会社法二二条一項の類推適用を認めた点、および類推適用を否定する特段の事情が
存在しない事案を追加したという点において意義を有する
（８）
。さらに付け加えれば、特段の事情の有無につき原審と
最高裁の判断が分 れており、そ 基準 つ も一定の示唆を得ること できる。つまり預託金返還請求権や優先利用権を含むゴルフ場会員権を新設分割会社の株式に転換す いう「お願 書」によって、原審は分割会社債権者がＹ社によるＡ社の債務引き受けがなされたと信じた い ことはないと判断したの 対し、最高裁 株式への転換に応じない会員の対応が書かれておらず、債務を承継しな ことが明らか した。最高裁がいうように会社法二二条一項を、クラブ 名称が続用されて る場合にお て「同一事 によ 事業が継続 いるも
一一
（一一）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
のと信じたり、事業主体の変更があったけれども当該事業によって生じた債務については事業を承継した会社に承継されたと信じたりすることは無理からぬもの」であり、そのような外観を信頼した債権者を保護する規定と捉えつつ、当該事案における「お願い書」の内容を検討するに、クラブ会員が預託金返還請求権がＹ社に承継された誤認するとは、まず考えられない
（９）
。最高裁の判断には、預託金返還請求権を含む会員権を一方的に株式に変換する
ことが許されるべきか いっ 債権者保護 視点 の評価がなされている に思われる。　
【３】東京地裁平成二二年七月九日判決
）（（
（
　
ＸはＺ株式会社との間のフランチャイズ契約に伴い、飲食店の開店費用を金融機関から借り入れた後、フラン
チャイズ契約を合意解除し、Ｚ社に店舗設備等を無償譲渡した。また、Ｘが金融機関から借り入れた分割返済金をＺ社が当該店舗閉店までの間償還す 旨 合意がなさ た。Ｚ社 償還を一部しないまま 飲食事業部門に関す事業を承継させるためとして新設分割によりＹ株式会社 設立した。ＸがＹ社に対 会社法二二条一項の類推適用に基づき分割返済金相当額 請求した。　
裁判所は最高裁平成二〇年六月一〇日判決を引用しつつ、分割会社が経営する店舗の名称をその事業主体を表
示するものとして用いていたかという点については、本件 はＹ の直営店であり開店から閉店ま 一貫して一つの名称で営業 いたことに加え、分割会社と新設会 の代表取締役の同一性およびそ 実質的連続性を強調するホームページ上の記載等を考慮し、店舗の名称をその事業主体を 示するも と て用い、 も本件分割に伴い店舗の事業を承継した際にその店舗名を引き続き事業主体を表す名称 して使用してき 認められると た。　
また免責を認める特段の事情については、 「Ｙ社は、分割計画書の閲覧可能性を主張する 、本件分割の分割
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計画別紙明細表には承継する負債として『長期預り金』 『保証預り金』との表題とその金額が記載されているのみであって、仮にこれを一般債権者が閲覧 も承継の範囲を容易に理解できるものとは認め難く、かえって本件分割の目的はＺ社の飲食部門の分割と明記されていることも考慮すれば、分割計画書 閲覧可能性をもってＹ社の責任を免れさせることが相当とはいえない。また…少なくとも本件店舗がＺ社らの直営店である 識しつつその開店資金の返済を継続しているＸ の関係においては、本件店舗の事業を譲り受けたＹ社を免責す 上でＸへの通知等を求めることが酷とも認められない」と判示した。　
㈡
　
会社法二二条一項による債権者保護のあり方
　
本来、事業譲渡や会社分割に関する規定は、基本的に平時を想定したものであるから、債務超過で倒産に直面し
ている会社がこうした行為を行うことを制度の中心に据えて、手続き的な枠組みが構築されているわ ではない。分割会社の債権者が債権者保護手続き 対象外であることや個別催告の対象外 なる債権者 拡大等は、平時 会社分割にお ては迅速で機動的な手続きを可能 する。　
しかしながらこれまで見て来た一連の預託金会員制ゴルフクラブの事案おいては、ゴルフクラブ経営の実態から
預託金は返還不能の状況にある。つまり、ゴルフ場経営は破綻状況 あり、債務を切りは す か存続 望みがなかった。　
また【３】の飲食事業にかかるフランチャイズ契約の合意解除の事案も、新設会社 承継されなかった分割会社
の残存債権者に対する弁済がなされなかったものであり、当該事案の中では「支払不能 の言及はないが、同一の分割会社に対する別の債権者から 別訴 おいてその無資力が認定されてい
）（（
（
。信用が悪化している企業が、優
一三
（一三）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
良事業・資産と当該事業継続に必要な取引先にかかる債務等のみを選択して、これらを新設会社に移転する一方、分割会社の資産は、新設会社の株式となり、当該株式の配当または売却代金から残存債権者に弁済する旨の説明がなされることがしばしば行われている
）（（
（
。新設会社株式の配当や売却代金からの分割会社の残存債権者に対する弁済
は、実際にはほ んど期待できないため、このような会社分割は一方的な債権カットを意味する
）（（
（
。
　
上記一連の事案における会社分割は、会社法制定前にはその有効性が問題となり得た。つまり、 「各会社ノ負担
スベキ債務ノ履行ノ見込アルコト及其ノ理由ヲ記載シタル書面」の開示が要求されており、 「債務ノ履行ノ見込アルコト」とは、債務の履行の見込みがあることが実体的な会社分割の要件であ ことを意味するとされていたのであ
る
）（（
（
。これに対し現行会社法においては、事前開示事項として「履行の見込みに関する事項」とされ、 「履行の見
込みがあること なっていない。学説上、反対の見解も示されているも
）（（
（
、立案担当者は履行の見込みがあ
ることは会社分割の効力要件ではなくなったと解説 ている
）（（
（
。
　
これまで、会社法二二条一項の趣旨については学説もまた、さまざまな議論を展開してきた。いわゆる平時にお
いては商号続用の場合、さらには上記事案 ように営 の名称等 続用 含めて、同一の事業が継続されているような外観、あ いは債務が移転したかのよう 外観に対する信頼を保護する といった伝統的解釈も首肯できる。しかし、この規定が実際に適用されてきた 企業倒産 際し債権者の執行を免れ ために設立された新会社に移された財産を債権者 追及した事案が大部分であると早 から指摘されていた
）（（
（
。当然のことながら資力のある会
社であれば事業譲渡がその債権者への弁済に影響を与え ことは く、そもそも紛争にならないのであ 。むしろ債権者は、債務切り捨て 意図されており譲受人に債務引受けの意思がないことを知ってい のが常である。それにもかかわらず会社法二二条一項を適用すべきということ 、譲受人に 債務引受けの事実への信頼の保護では
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なく、譲受人は債務を引き受けるべきであるという規範の容認に他ならないともいわれている
）（（
（
。
　
また近時、会社法二二条一項は債務者の資力が危機的状況にある場面における各関係者の利害を適切に調整する
方向へ誘導する法的ルールを定めているとみる見解が、有力に提唱されている
）（（
（
。事業譲渡においては、債務者によ
る詐害的行為を抑制するとともに、債権者、債務者、譲受人による建設的な協議等が されることが望ましい。つまり、譲受人が会社法二二条二項が定める登記や 権 に対する通知を行わない限り、譲渡人の債務を引き受けたと扱われ とすることにより、譲受人 そうした手続きをとるよう誘導す 規定が一項であると解す 。　
分割会社の債務超過が認定されている上記一連の事案の根本的な解決としては、裁判所の監督の下、法的再建手
続きを行うか、全債権者の合意 基礎に私的な再建 図ることであ
）（（
（
。とすると債務超過会社の会社分割も、公正
な事業再生の一手段として位置づけられ 実質が伴ってい のであれば、有効といってもよいのではないか。破綻処理としての再生手続きの理念として、分割会社債権者の会社分割手続きへの関与 分割計画における債権者の平等、を確保する必要がある。もっとも ついては、債権者平等を原則 しつつも、債権者の同意 ある場合、その他債権者間に差を設けても衡平を害しない場合は例外 な取り扱 が可能 も考えられ
）（（
（
。会社法二二条一項
の趣旨、適用についても、これらを踏まえた解釈 求められよう。　
このような視点から上記事案を見れば、商号だけでなくゴルフクラブの名称、店舗の名称の続用がある場合、つ
まり「商号の続用」が拡張解釈されているのは、実質的に分割会社が債務超過であるケース全般 対象と ためと考えられる。とすれば、 「特段の事情」の有無というのは、実際に公正な再生手続きの理念である上記やが、―その程度についてはさらに検討を要するもの ―確保され い かを判断するもの 整理でき のではないか。最高裁は、あくまでも会社法二二条一項の類推適用 論拠を営業主体変更の不知 引受の誤認に求め
一五
（一五）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
の信頼保護を目的としているように見えるが、実質的には債権者が自己の債権が承継されないことを認識し得たかを判断しているように思われる。たとえば【１】事件で最高裁は、会社法二二条一項の適用範囲を画定する「特段の事情」につき、 「ゴルフ施設の優先的利用を拒否すること」を例示の一つとして挙げている。譲受人に対して権利行使ができないと うこと より、債権者は自己の債権が譲受人に承継されていない、あるいは権利の内容変更が生じていることを認識するこ にな 実際、
【２】
事件では債権から株式への変更を内容とする「お願い
書」によって、債権者が自己の権利の内容が変更されたことを認識し得たかの判断が、原審と最高裁で分かれたのである。また【３】 件では分割計画書 閲覧可能性に っては、債権者が自己 債権 帰趨を認識できるとは言えないと判断され、個別の催告 必要性が説かれていた。裁判所は、分割会社 、分割会社債権者に対し、会社割により自己の債権の帰趨につ て明確な 持つことができるような情報を与えなくて ならな 考えていると捉えられる。　
本来、譲受人は譲渡人の債務を引き受けるべきであるが、再建のために一定の不利益を譲渡人の債権者に甘受し
てもらうのであれば、正確な情報を開示し 真摯 協議す べきである。上記一連の判決からは、債務超過会社の会社分割でありながら、分割会社の債権者を全くの手続き外に置くことが不当 あ いう問題意識 その基底にあると読み取れる。 すると「特段 事情」の具体的内容 、債権者にどの程度の手続保障を与 べきか いう政策的な判断によることにな 。いずれにせよ、債権者 まず 実情を確実に知ることができるよ に、債務者が関連情報を債権者 提供した さ るような事実が該当することに る。これ よっ 新設会社に承継されない債務であること 知った 会社債権者が 何らか 行動 起こす が可能 な のであり、この程度の手続保障が要求されているとして「特段の事情」を広く解することもできる。しかし実質的 債権者が手続に関与す 機会
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を全く与えられないような一方的な通知や、事後的な会社分割の登記や通知がなされた場合を「特段の事情」があったとすることにはやはり疑問が残る。たとえば、上記【２】事件において最高裁は、債権者に対する一方的な権利内容の変更通知を問題とし、債権者の手続きへの参加を確保したとは言えないと判断し と評価できよう。　
債務超過会社の会社分割の場合、少なくとも債権者の手続への参加保障という視点から、事前の通知が必要であ
ると考える。他方、一方的な通知については、これが問題になるのは承継債権 残存債権との間の不公平が生じる場合であり、その判断については分割計画自体が詐害 ものであ かの判断を要する。分割計画の中身 つまり債権者平等については、詐害行為取消権等、他の規定 法理による解決に委ね、会社法二二条一項はあくまでも手続保障の規定と解し かつその目的の範囲でのみ類推適用するという、一定程度 棲み分けを念頭 置きな ら「特段の事情」を判断 てはどうか。ただ、そのボーダーラインも債権者 属性等によりシフトさせて解釈する必要もあろう。またこうした解釈に沿い、債務超過会社の組織再編の場面では、会社法二二条二項は極めて制限的に適用することになる。　
本件大阪地裁平成二二年一〇月四日判決の事案においては、分割計画中の本件貸付金の取り扱い等、詳細な説明
がＸ金庫に対してなされている。実際、Ｘ金庫 貸付金の返済計画を了承 たようであ が、結果的 弁済がなされなかったことから訴えの提起に至った いう経緯が る そ 意味では 分割計画の具体的内容も特 詐害的であるとは言えそう ない。また、Ｘ金庫が金融機関であり自己 債権の処遇 つ て覚知していたことは明ら であることに照らすと、会社法二二条一項は類推適用されない事案であるとい よう。四
　
法人格否認の法理について
一七
（一七）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
　
会社分割の事案で法人格否認の法理が適用されたものとして、福岡地裁平成二二年一月一四日判決
）（（
（
がある。当該
事案にあっては、銀行から債権を譲り受けた債権回収株式会社Ｘと債務者Ｚ社との間で事業再生計画の検討がなされていたが、頓挫した。その後、Ｚ社はＸ社に秘密裏に新設会社分割を行い、営業上 債務のみを新設会社Ｙに承継させた。Ｚ社は会社分割の対価として取得したＹ株式をＢ（Ｙ社の取締役）に譲渡し、さらにＹ社は 株を発行しすべてをＢに割り当てた。裁判所は、 「本件会社分割において、 らはＹ社がＸ社に対する を承継しないことを目的とし、少なくともそのような結果になることは十分に了解し、それを許容した上で、本件会社分割 実行し、その後の本件株式譲渡や本件増資を ったものであ 、その目的 法人格や会 分割制度を濫用とする不当な目的が認められ、かつ Ｚ とＹ社に強い一体性が認められることにかんがみれば、 との関係では、信義則上、Ｙ社の法人格を否認し、Ｚ社とＹ社を同視するのが相当である」とし、加えて「Ｘ社 Ｙ社との間で、会社分割による事業再編スキームの実行 つい 相互に検討・準備 進め 互い 密接な協議関係に入っていたといえ、そのように緊密 関係にいったん入った 事者 しては、信義則上、相手方 信頼や利益を著しく害することのないよう相当な対応を求められることがあるというべきであり …そ ような中で、突如 て本件会 分割を実行したのみでなく、それ 秘して、本件株式譲渡及び ことが とって Ｚ社の責任財産の逸出の損害を被らせる結果になった」と判示　
また東京地裁平成二二年七月二二日判決
）（（
（
は、会社分割による新設会社が免責的債務引き受けをした事案に関する
ものである。Ｙ
１社に対して売掛債権を有するＸ社が、Ｙ
１社に対し当該債務の履行を、およびＹ
２社らに対してその保
証債務 履行を求め訴えを提起した。Ｙ
１社は公告方法を「官報に掲載する」から「千葉県内において発行する千葉
日報に掲載する」と変更し、本店所在地を東京都から千葉県 変更 その後、本件債務を会社分割によ 新設
法政論叢――第五三号（二〇一二）
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（一八）
されるＺ社が免責的に引き受けることが定められた分割計画を作成し、新設分割する旨を千葉日報に掲載し公告した。裁判所は、 「分割計画書によれば、引き継がれる債務八一六八万四一三三円の大部分が本件売掛債務六〇九六万五六九九円であり、引受人が免責的債務引受を行うことが定められていること、本件売掛債務は既に弁済期を経過しているにもかかわらず、引き継がれる現金は一一〇〇万円に過ぎないこと、現実に引受人から本件売掛債務の弁済がなされていないことに加え、本件会社分割を行う直前にＹ
１社の本店所在地を千葉県に移し、Ｘ社に対する個
別の催告を要しないように公告の方法を変更したこと 合わせ考慮す ば、本件会社分割及び分割計画の中で免責的債務引受を定めたのは、Ｙ
１社において本件売掛債務を免れる目的で行われたものと認めるのが相当である」とし、
これを「踏まえれば、Ｙ
１社が会社分割によって引受人を設立したことは法人格を濫用するものということができ、
Ｙ
１社は引受人はＹ
１社と法人格が異なることを理由に本件売掛債務の履行を免れることはできないといわなければな
らない」とした。　
これらの事案では、会社法上適法な手続きを踏みながらも、分割会社が分割の取得対価を毀損する行為や、分割
債権者の分割手続きへの関与を妨害する行為が行わ ている。これらの行為は、債務免脱の意図を強く推認させるファクターといえ、裁判においては、会社分割制度および新設会社という分割会社 は別の法人格がその目的のために利用された 認定されている また再建計画につ て分割債権者と協議をしていたにもかかわらず、突如として秘密裏に会社分割を行うといった分割会社の背信性も考慮されている。　
これに対し、本判決の事案にあっては、債務超過会社の会社分割において新設会社に承継されない債務につき、
直ちにその弁済を免れるために われた 推認することはできな と 。本判決は 法 格否認の法理を適用するための「目的の要件」として「①倒産状況にないにもかかわらずこ を偽装し 行われた ②会社分割の内容が、
一九
（一九）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
実質的にみても債権者平等原則の要請に著しく反する、③会社分割の内容が、分割会社の債権者に対する配当の見込みを明らかに減少させる、④会社分割の手続きにおいて 財産状況等について明らかに虚偽の説明を行った、等特段の事情がある場合」を挙げた。本件裁判所は、① つ は、Ｚ が大幅な債務超過にあったとし、③については、破産した場合の配当率、破産手続き費用等 控除、加えて新設会社の業績もまたふるわないことを考慮すれば、本件分割が配当の見込 を引き下 ることが明らかであるとは言えないと判示した。また 本件 分割の実行に際する手続き 説明としては不十分な面があったとしながらも、Ｘの求めに応じ資料を提出し 虚偽の説明したという証拠もないことから、④ もあたらないとし 。　
さらに②については、本件裁判所は、 「形式的にみる限り、債権者平等原則を充足した結果になるとはいえない
ことが明らかである。しかしな ら、事業継続上不可欠 債務は、事業維持を前提と （ わゆる再建型の）倒産処理手続きにおいても 一定の要件のも で随時の弁済をす できる（例えば民事再生法八五条二項、四項、一二〇条等）こと、事業を継続 て得た収益をもっ 配当原資に充てることが予定されて ことに鑑みれば事業用負債を承継する一方 それ以外の負債は承継しないとしても、直ちに、承継 かった債務について弁済を免れるために行われたと推認することはでき 」 述べ ② 該 し いう判断を示し 。再建型の倒処理手続きは裁判所の監督の下で行われ ことを考慮すると、こ 理由付けには無理がある 評価 可能とされている
）（（
（
。とりわけ、先にも述べたように、会社分割を破綻処理の場面での一手段 捉えると、分割計画における債
権者の平等について 慎重な判断が求め れ ところ ある。私的整理の場面においても 債務者は再建 向けて債権者と真摯な協議を続け、信頼関係のもと 定の債務免除 同意を含む再建計画 実行 て るのである。このような視点から事実認定され Ｚ会社 対応を見る 本件裁判所 理由付けには若干疑問が残 。しかしながら
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上記の事案に見られるような債務免脱を強く推認させるファクターは見受けられないので、法人格否認の法理を適用しないという本判決の結論は妥当といえよう。　
なお、法制審議会会社法部会では会社分割において新設会社に承継されない債務の債権者保護についても議論が
なされている。現段階では、詐害的な会社分割につき、残存債権者が承継会社等に対して、承継した財産の額を限度として、当該債務の履行を請求することができるといった規定の設置 検討されている
）（（
（
。
注（１）
　
旧株式会社Ｙは平成一九年一一月七日、商号を「株式会社Ｚ」に変更し、同月二一日にその旨の登記をした。その上で、
同月二八日、新設会社分割を行ったことが事実として認定されている。
（２）
　
鴻常夫『商法総則（新訂第五版） 』一四九頁（弘文堂、一九九九年） 、関俊彦『商法総論総則（第二版） 』二四三頁（有
斐閣、二〇〇六年）など。大隅健一郎『商法総則（新版） 』三一七頁（有斐閣、一九八四年）は、通説の立場に立ちつつ、営業上の債務については営業財産がその担保となっている点も当該規定の趣旨として挙げている。
（３）
　
最高裁判所民事判例集五八巻二号三六七頁。
（４）
　
伊藤靖史「ゴルフ場経営会社の事業譲渡・会社分割と預託金返還請求」法学教室三五八号一〇二頁参照（二〇一〇年 。
（５）
　
得津晶「預託金会員制ゴルフクラブの営業譲渡においてゴルフクラブの名称を続用する譲受人は原則として商法二六条
一項の類推適用により預託金債務も引き継ぐ」法学協会雑誌一二四巻五号二三六頁以降、参照。
（６）
　
得津・前掲注（５）二四二頁。
（７）
　
判例時報二〇四二号五頁、判例タイムズ一三一六号 四二頁。
（８）
　
得津晶「会社法二二条一項類推適用は詐害譲渡法理か？
―
会社分割の場合
―
」ＮＢＬ八八八号五頁（二〇〇八年） 。
（９）
　
弥永真生「会社分割と分割会社の債務に対する承継会社の責任」ジュリスト一三六〇号八五頁（二〇〇八年） 弥永真
生「分割会社の債権者に対する設立会社の弁済責任」ジュリスト 三七一号 〇九頁（二〇〇九年）参照。
（
（（）
　
判例時報二〇八六号一四四頁。
（
（（）
　
東京地裁平成二二年五月 七日判決（判例時報
二〇八三号一四八頁）
、その控訴審である東京高裁平成二二年一〇月二
七日判決（金融・商事判例一三五五号四二頁） 。
二一
（二一）
会社分割に係る新設会社が分割に伴う承継の対象とされなかった分割会社の債務について責任を負わないとされた事例
――コーエンズ
（
（（）
　
浅田隆「会社分割を対象とする詐害行為取消権の行使を肯定した判決の検討」ＮＢＬ九三九号四五頁（二〇一〇年） 。
（
（（）
　
浅田・前掲注（
（（）四五頁。
（
（（）
　
江頭憲治郎『株式会社法 （第三版） 』八二九頁（有斐閣、二〇〇九年） 、相澤哲・細川充「組織再編行為
」商事法務一
七五二号五頁以降（二〇〇五年） 、原田晃治「会社分割法制の創設について
」商事法務一五六五号一一頁（二〇〇〇年） 。
（
（（）
　
江頭・前掲注（
（（）八二九頁、吉田正之「会社法における会社分割」川村正幸先生退職記念『会社法・金融法の新展
開』五 〇頁（中央経済社、二 〇九年） 。
（
（（）
　
相澤哲ほか『論点解説新・会社法』六七四頁（商事法務、二〇〇六年） 、相澤哲・細川充「組織再編行為（新会社法関
係法務省令の解説） 」商事法務一七六九号一九頁（二〇〇六年） 。このことから債務超過会社による会社分割が認められるとするものとし 、川島いづみ「債務の履行の見込みと会社分割無効事由」ジュリスト一八〇号一九五頁（二〇〇六年） 。
（
（（）
　
浜田道代「法人格の否認により第二会社への執行文付与の訴を認容した事例」判例評論 七号一四五頁（一九七
六
年） 。会社法二二条一項の立法趣旨に関し、営業上の債務は企業財産が担保となっている 認められるので、債権者を保護するために商号を続用する譲受人に債務引受けを義 づけたものとする説が強く主張されている（服部栄三『商法総則（第三版） 』四一八頁、注一（青林書院、一九八三年） 、近藤光男「営業譲渡に関する一考察」神戸法学年報三号八二頁（一九八七年）など） 。
（
（（）
　
浜田・前掲注（
（（）一四五頁。
（
（（）
　
落合誠一「商号続用営業譲受人の責任」法学教室二八五号三〇頁（二〇〇四年 。
（
（（）
　
倒産状態にある株式会社の会社分割につき、全般的に法的問題を分析するもの して、森本滋「会社分割制度と債権者
保護
―
新設分割を利用した事業再生と関連して
―
」金融法務事情一九二三号二八頁以下（二〇一一年） 、難波孝一「会社
分割の濫用を巡る諸問題」判例タイムズ一三三七号二 以下（二〇一一 内田博久 倒産状態 おいて行われ 会社分割の問題点」金融法務事情一九〇二 五四頁以下 二〇一〇年）など。
（
（（）
　
民事再生法一五五条一項。山本弘「私的整理と法的再建手続との連携」ジュリスト一四 一号五頁（二〇一 年）参照。
（
（（）
　
金融・商事判例一三六四号四二頁、金融法務事情一九一〇号八八頁。
（
（（）
　
金融法務 情一九二一号一 七頁。
（
（（）
　
弥永真生「新設分割と会社法二二条」ジュリスト一四二四号五五頁（二〇一一年） 。
（
（（）
　
法制審議会会社法制部会「会社法制の見直しに関する中間試案」二〇頁（二〇一一年） 。

